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１ー１．自己紹介 / Connecting the Dots.

2007年～
JICAに就職。タンザニア駐在中は地方
自治支援に携わり公共のあり方を学ぶ。

2004年～
大学のサークル活動をきっかけ
に、陸前高田の関係人口になる。

2015年～
陸前高田に移住・市職員に。
「より良い復興」をテーマ
に新規事業立上げを担当。

2021年～
エネルギーを通じた共助の
仕組みづくりに可能性を感じ、
しみんエネルギーに転職。



（資料）平成３１年２月２７日陸前高田市議会全員協議会資料より抜粋
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１－２．陸前高田しみんエネルギーが目指す姿

陸前高田市からのエネルギー代金の流出は、2018年時点で約36億円（うち、電気代約10億円）。
この「漏れ穴」を小さくし、地域活性化と脱炭素を推進するために、2019年に陸前高田しみんエネル
ギー株式会社を設立（市が10%出資）。



２．解決に取り組む地域課題（実証前の問題意識）

東日本大震災後、復興需要により地域経済
は一時的な活況を見せていたが、現在は収束
し再び急激な縮小傾向。

人口減少や高齢化、気候変動による一次産
業への影響など、あらがいようのない変化の
中で、公助の縮小もあり、閉塞感が漂う。

しみんエネルギーは、こうした状況を打破
すべく地域内の経済循環や支え合いの強化を
目指して立ち上がったが、行政と一部のパブ
リックマインドを持つ企業・市民以外に普及
しておらず、「みんなの地域課題解決のプ
ラットフォーム」になり得ていない。

ゆえに、しみんエネルギー及び連携する
ローカル・ゼブラ企業による地域課題解決と、
共感によるエネルギー顧客拡大の好循環を生
み出すための仕組みについて、検討・実証を
行った。

（GRP）
900億円

800億円

700億円

600億円

500億円

陸前高田市の人口推移・推計及び域内総生産（GRP）の推移

復興バブル期

（出典）市人口ビジョン及び岩手県市町村民経済計算



３．実証内容 ～目指した「仕組み」（全体構造図）～

新たに設置する「めぐるまち共創ラボ」を通じて、地域が一体となり課題解決に取り組むための土壌
を整備し、発掘された具体プロジェクトを推進することで、人・資源・資金が循環するまちの実現を
目指す。

陸前高田
しみんエネルギー

地域
事業者 ・・・

地域住民
・・・

（農福連携） （Jクレジット） ・・・ ・・・

陸前高田しみんエネルギーが
ラボ運営のリソース提供

ラボで発掘されたプロジェクトを地
域主体で推進

地域が一体となって
課題解決を目指す
土壌を整備

ラボ参画者
の増加

陸前高田しみんエネルギーの
契約者数の増加

めぐるまち共創ラボ

地域課題の解決に資する具体プロジェクト
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自らの意思で地域の未来を選び取る

共感喚起
1

地域に関心を持つ、
選択肢（可能性）
があることに気付く

人々の
思い・行動が
波及する

人・資源・資金が
地域内で循環
活用される

仕組みの目指す価値

取組みに対する
地域事業者や地域住民の
共感を喚起するストーリー・

仕掛け

地域事業者や地域住民の
関係性を構築し
具体プロジェクトを

発掘する場・コミュニティ

陸前高田しみんエネルギーが具体
プロジェクトに参画する手法

（＝電力プラン・代理店契約等）

“人・資源・資金が
めぐるまち”の実現

1

2

3



目的 10月 11月 12月 1月 2月 達成度

地域課題や
ビジョンの把握

〇各分野の課題構造や
連携ニーズに対する理
解度向上

提供・活用できる
リソース整理

〇エネルギーを通じた
課題解決のアプローチ
を体系的に整理

他地域視察を通じた
目指す姿の具体化

〇しみんＥの伴走対象
となるチャレンジを持
続的に創発する仕組み
の必要性を実感

課題解決に向けた
具体スキームの検討

〇ヒアリングやラボを
通じて関係性を強化
〇農業・林業の具体ス
キーム案を作成

とりまとめ

３．実証内容 ～具体項目～

地域課題・ビジョンの整理

ヒアリング実施
方針の整理

調整 各分野のキーパーソン(15名)
への個別ヒアリングの実施、
課題構造マップ作成

陸前高田しみんエネルギー
の現状および目指す姿

の整理

課題解決に向けた具体スキーム案の
整理

めぐるまち共創ラボの準備

とりまとめ

来年度以降のタスク整理

活用可能な
リソースの検討

課題解決に向けた具体スキーム案の
ブラッシュアップ

実施

成果
報告

東近江市 雲南市紫波町
宮古市

日置市

各分野のキーパーソンに対する個別ヒアリングを実施し地域課題を把握した。また、陸前高田しみん
エネルギーのリソース整理や他地域への視察を通じて課題解決に向けた具体スキームを検討し、連
携・共創の場としての「めぐるまち共創ラボ」を立ち上げた。



３．実証内容 ～気づき➀～

陸前高田しみんエネルギーとして、従来は「直接介入型」の課題解決が主流であったが、今後は特定
コミュニティの小売代理店化や再エネ開発支援を通じて、より広範な課題解決と顧客獲得を目指す。

伴走支援型直接介入型

電力小売

再エネ開発

需要家 地域課題解決
電気

料金

取組

(例) 交通弱者のための
電動バス運営

需要家
再エネ

料金

電源

投資

地域課題解決

(例) 未利用地を活用した
営農型太陽光発電

商店街組織 地域課題解決

切替
依頼

取組

(例) 手数料を財源とした
集客イベント強化

料金

電気 手数料

商店街個店

(例) 売電収益で
草刈り人員雇用

地域課題解決

取組

コンサル
ティング

自治組織
投資

収益

調査、
開発支援

小水力発電



３．実証内容 ～気づき②～

「人や資源、経済が循環するまちづくり」を構想・共創する場
として、分野横断でオープンな「めぐるまち共創ラボ」を企画。

課題解決に向けて、分野や組織の垣根を
   越えた連携が少ない（＝気づき）

農
業

林
業 漁

業

商
業

観
光

福
祉

保
健

教
育

個別最適で
連携・共創
が進まない

一方、分野は異なれど共通の課題や
関心事項も多い。

当面は３カ月に１回の運営。しみんEにとっては、
地域課題の解決に資する具体プロジェクトを発掘す
る場でもあるため、事務局として運営にコミット。

キーパーソンに対するヒアリングを通じて分野や組織の垣根を越えた連携が少ないことを実感。そこ
で、分野横断的な連携・共創の場として「めぐるまち共創ラボ」を企画した



●電力供給の市内シェア
・公共施設：100％
・事業所：70／700社（10%）
・一般家庭：50／7,500世帯
（0.6%）
公共・コミュニティの利益が購

買要因になる顧客層

４．現状課題 ①”地元想い消費”のメインストリーム化

電気料金を通じた地域課題解決は、公共やコミュニティの利益を訴求するアプローチ。キャズムを超
えるためには、より個の実利を訴求し契約数を増やし、事後的に電気料金が地域にめぐる意義に気づ
く啓発的なアプローチを併せ持つことが重要ではないか？

●実利訴求が鍵となる顧客層
＜取組みの方向性＞
①省エネ診断・支援（買電量⇩）
②太陽光・蓄電池（買電量⇩）
③MVNO代理店（通信費と合わせ
てコスト⇩）



４．現状課題 ②チャレンジを創発する土壌づくり

地域内の
チャレンジ

創発

（出典）東近江三方よし基金の資料より

しみんエネルギーが課題解決に効果的に伴
走していくためには、社員が地域に入り対話を
通して課題の発掘から解決に寄り添う「プログ
ラムオフィサー」としての能力を高める必要あり。

地域の課題に対して、多様なアクターが前
向きにチャレンジをしていく機運を高めていくた
めには、まちを挙げた「仕掛け」が必要（好事
例：雲南市）

（出典）雲南ソーシャルチャレンジHP

チャレンジを
支える伴走支
援、資金支援

チャレンジを創発するためのまちを挙げた「仕掛け」や、チャレンジを支える伴走支援・資金支援が
必要と思料
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５．今後に向けて ～次年度以降のロードマップ～

Phase 1
～2026年度

Phase 2
～2028年度

Phase 3
～2030年度

地
域
ぐ
る
み
の
取
組

し
み
ん
エ
ネ
の
取
組

■めぐるまち共創ラボ開催
・連携・共創の機運醸成
・システムチェンジに向けた具体PJの実装

■脱炭素先行地域事業を有効活用した、循環型まちづくりの推進

■コミュニティ財団等
への発展

■次年度以降の地域を挙げた ■チャレンジ創発の仕掛け
チャレンジ創発の検討 人材育成

■ラボ等から生まれた具体PJの伴走支援
プログラムオフィサー研修

■実利訴求アプローチ＆ ■省エネ支援、MVNO連携
メディア機能強化の検討 モビリティ連携の実現
・体制整備

■再エネの市民ファンドの ■再エネ市民ファンドの実現
準備

■他地域への
   モデル展開
（コンサル含む）

めぐるまち共創ラボの開催を継続し具体PJを実装しつつ、本取組みに対する地域の共感・賛同を一層
喚起することを見据え、実利訴求アプローチ等も推進することを想定



Appendix



農業課題に対する取組スキーム例

農業：タカタアグリコンソーシアムと連携し小売事業を拡大しながら農福連携の加速化に寄与。
また契約者から吸い上げた他領域の課題を解決するためのコーディネートも見据える。

農業領域以外の地域課題

農業領域の地域課題

陸前高田
しみんエネルギー

タカタアグリ
コンソーシアム

①電力小売
代理店契約

②営業・
顧客獲得

③契約者増加による売上向上

④電気料金の一部を手数料払い

関係者
（農家など）

地域内外の賛同者
契約者から吸い上げた課題の解決に向けて

地域内のステークホルダーに対して情報提供・連携

課題解決
に向けて
資金を提供

⚫ 収入源の増加や生産し
た作物の取引先の増加

⚫ 農福連携の加速化にも
寄与

例：農業領域の課題解決に向けた地域一体型の取組みスキーム（イメージ）
※前頁の企業や市民が一体となり地域課題を解決する取組みに対応。取組みの中で❶コーディネーター機能を担うとともに❷小売営業も推進

⚫ 契約者特典の獲得

⚫ 日常におけるお困り
ごとの相談先の確保

［凡例］ 直近で実現したい流れ 将来的に実現したい流れ

各主体が享受するメリット

①「農福連携応援プラン」のPR

②電気料金の支払いを通じた応援

⚫ 選べる特典

例）規格外野菜、
堆肥・液肥等

⚫ 選べる特典

例）規格外野菜、
堆肥・液肥等③電気料金の一部を寄附



林業課題に対する取組スキーム例

林業：地域住民や地域内外の企業に対して Jクレジット購入をかけ合わせながら小売事業
及び再エネ出資の機会を展開することで、市内の林業振興に寄与（小売事業編）

陸前高田
しみんエネルギー

例：林業領域の課題解決に向けた地域一体型の取組みスキーム（イメージ）
※前々頁の企業や市民が一体となり地域課題を解決する取組みに対応。取組みの中で❶コーディネーター機能を担うとともに❷小売営業も推進

林業領域の地域課題

森林所有者
地域住民

Jクレジット

Jクレジット購入費

電力
（Jクレジットでオフセット）

電力料金
（Jクレジット購入費や
契約者特典費含む）

特用林産物を活用した製品、森林体験サービスなど
（契約者特典）

課題解決に向けて
資金を提供

地域内外の企業

林業領域以外の地域課題

⚫ 契約者特典
の確保

⚫ 地域の森林
資源に対す
る貢献

⚫ 安定的な収入
の確保

⚫ 上記収入を活
用した施業の
推進

⚫ 脱炭素経営の
推進

⚫ 地域の森林
資源に対する
貢献

［凡例］ 直近で実現したい流れ 将来的に実現したい流れ

各主体が享受するメリット

Jクレジット
（適宜、電力小売も紐づけ）

Jクレジット購入費
（適宜、電力小売も紐づけ）



林業課題に対する取組スキーム例

林業：地域住民や地域内外の企業に対して Jクレジット購入をかけ合わせながら小売事業
及び再エネ出資の機会を展開することで、市内の林業振興に寄与（再エネ編）

発電事業者

例：林業領域の課題解決に向けた地域一体型の取組みスキーム（イメージ）
※前々頁の企業や市民が一体となり地域課題を解決する取組みに対応。取組みの中で❶コーディネーター機能を担うとともに❷小売営業も推進

林業領域の地域課題

森林所有者

市民、思民 代金分配金

出資金
（Jクレジット購入費を含む）

特用林産物を活用した製品、森林体験サービスなど
（投資家特典）

⚫ 分配金収入

⚫ 投資家特典
の確保

⚫ 地域の森林
資源に対す
る貢献

⚫ 安定的な収入
の確保

⚫ 上記収入を活
用した施業の
推進

［凡例］ 直近で実現したい流れ 将来的に実現したい流れ

各主体が享受するメリット

陸前高田
しみんエネルギー

売電＋Jクレ購入費

Jクレジット購入費 Jクレジット

※どのような形でJクレジットの価値を還元するか要検討

※募集業務は外部委託



実利の訴求アプローチ例

①省エネ診断・支援：しみんエネルギーの社員または連携する専門家が、事業所や家庭の省エネ診断を行い、
運用改善や断熱リフォームの提案を行う。行政のリフォーム補助との連動や、地元工務店との連携体制も構築。

他の電力会社と供給単価で競争
するのではなく、省エネによっ
て買電量を減らし、トータルコ
ストを下げる方策を提案。
（大手との差別化）

（出典）省エネ診断公式サイト



実利の訴求アプローチ例

②太陽光及び蓄電池の導入：屋根等にPPA事業者が自家消費型太陽光を設置。余剰電力を蓄電池に貯めて夜間
に使うことで、系統からの買電量を減らし、電気代削減を実現することができる。

（出典）REPOストレージ



実利の訴求アプローチ例

③MVNO代理店：大手キャリアショップが撤退し、高齢者等が対面でスマホ相談ができる場所が市内ゼロに。
MVNO代理店を新たに設置し、スマホも電気も相談・切替えができる場を新たに創出。

東北地方二人以上世帯の消費支出内訳

月額平均 298,989 円 ／ 出典：総務省家計調査（ 2025年）

約9割が今も大手キャ
リア。MVNO切替で、
月々の携帯電話通信
料が1/3程度に！
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駅

10万人

6万人

4万人

120万人

市
役
所

【もう一つの、コミュニティ・ハブをつくる】
中心市街地の商業施設内に、市民との対面接点拡大を目的とした拠点を設置（交渉中）
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